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研究成果の概要（和文）：本研究では、東アジアにおける国境を越える地域間連携の実態とその要因を解明する
こととする。分析に際しては、2008年に策定された福岡・釜山超広域経済圏構想に着目し、企業・行政・民間レ
ベルの国際交流が両都市間関係の構築にどのような影響を与えているのかを研究した。その結果、①行政レベル
での交流活動はもっとも積極的に展開されて、企業・行政・民間レベルでの交流促進に関する政策を展開してい
ること、②行政レベルでの戦略と地元中小企業のグローバル戦略との間には、地域統合に関する食い違いがある
こと、③民間交流では、相対的に積極的に展開されており、地理的近接性が重要な要因であることが明らかにな
った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analysis cross border relationships between 
Busan and Fukuoka in terms of administration, businesses and grassroots exchanges. Data were 
collected through in-depth interviews, questionnaires survey and field trips. The finding can be 
summarized as follows:(1)Busan and Fukuoka governments have promoted initiatives to construct robust
 cross border relationships. (2) Albeit their endeavors,Busan and Fukuoka business entities tend to 
make an effort to find more opportunities to make contracts with Tokyo and Seoul based businesses, 
regardless of bonding with their counterparts. (3)Grassroots based international exchange(e.g. 
sports and youth exchange) have played an vital role for both cities to constitute robust 
relationships for the sake of geographical proximity. 

研究分野：地理学
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合
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１．研究開始当初の背景 
1990 年代後半、経済のグローバル化によ
って、ニューヨーク、ロンドン、東京などの
世界都市論が注目された。その時、韓国や日
本では首都と地方との地域格差を食い止め
る方法論として環日本海経済圏、環黄海経済
圏など、地方とアジアを結ぶ経済圏構想の議
論が盛んであった。しかしこれらの構想は漠
然とした概念で、経済圏を構成する地域間相
互関係の実態が明らかにされてこなかった。
そこで筆者は、地理学の国際的都市システム
論を採用し、人・物・金・情報など多面的な
側面で、地理的に近距離にある釜山・福岡間
関係を明らかにするとともに、経済のグロー
バル化の中で地域的・国家的都市システムに
おける福岡や釜山の位置づけを分析した（業
績リスト参照）。筆者の一連の研究成果をさ
らに発展させるためには、今後、⑴経済的面
のみならず行政・社会・文化など多面的側面
から両都市間関係を分析すること、そして⑵
この 20 年間、アジア経済危機・アメリカ発
金融危機・東アジア大震災など様々な経済社
会的環境の変化の中で両都市間関係がどの
ように変容したのかを分析することが重要
である。そこで本研究を行うこととする。 

 
２．研究の目的 
申請者は今まで国際的都市システムの分
析枠組みの中で都市間結合依存関係の実態
を見出してきた。これまでの研究成果をさら
に発展させるために、本研究では、国境を越
える地域間連携が持続的な都市の構築にど
のように貢献しているのかを解明すること
とする。分析に際しては、2008 年に策定さ
れた福岡・釜山超広域経済圏構想に着目し、
政策が両都市間関係の構築にどのような影
響を与えているのかを調べる。具体的な研究
項目は、次の通りである。 
 ①行政・経済・文化的側面から釜山・福岡
間関係の実態、②福岡・釜山超広域経済圏構
想は他の国境を越える地域間関係に比べて
どのような比較優位性を持ち、それが行政・
経済・文化的側面の両都市間関係の構築にど
のような影響を与えているのか、そして③相
手都市への関心・親近感（愛着）が両都市間
関係の構築にどのように貢献しているのか、
をそれぞれ調べる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、アジアにおいて国境を越える
地域間連携構想が持続可能な地方都市の発
展にどのように貢献できるかを明らかにす
るために、次の四点に着目する。 
第一に世界各地で見られる「国境を越える
地域間連携」の実態と比較分析し、釜山・福
岡間連携の位置づけや意義を明確にする。第
二に両都市間連携を行政・社会・経済・文化
面から捉え、釜山・福岡超広域経済圏構想が
両都市間関係にどのように影響したのかを
分析する。第三にこうした構想が、韓日の中

央政府や地方自治体のみならず、北東アジア
の地方自治体の政策展開にどのような影響
を与えてきたのかを考察する。そして第四に
筆者の一連の研究と比較し、この 20 年間、
両都市間関係がどのように変容してきたの
かを明らかにする。 
こうした研究課題を確実に達成させるた
め、聞取り調査を含むアンケート調査を行っ
た。まず行政レベルでは、釜山において、前
市長、個別事業担当者を、次に企業レベルで
は、交流事業に参加した企業担当者および参
加者を、そして民間レベルでは、国際交流事
業およびスポーツ交流の参加者を、それぞれ
調査対象とした。 
 
４．研究成果 
本研究では、行政・企業・民間レベルとい
った多面的な側面からみた釜山―福岡間結
合依存関係の実態が明らかになった。その結
果は次の通りである。 
まず、行政の側面から国境を越える地域間
統合・交流を検証した。具体的には、釜山広
域市と福岡市における両市間交流に関する
政策展開の背景とその実態に着目し、聞取り
調査を含むアンケート調査を行い、次の三つ
の点を調査・研究を行った。 
第一に、国境を越える地域間統合・交流に
関する先行研究を調査した。その結果、ヨー
ロッパ、北米などを中心に推進されてきたク
ロス・ボーダーメトロポリタン論の実態が明
らかになるとともに、今後のアジアにおける
国境を越える地域間統合・交流に関する研究
が必要であることが明確になった。 
第二に、釜山・福岡超広域経済圏構想が出
された背景を調査した。その結果、超広域経
済圏構想が示された以前から、積極的に民
間・行政の国際交流の事業が推進されていた
こと、そして釜山広域市の前市長の意欲が最
も重要であることが明らかになった。 
第三に、多岐にわたる細部政策事業案の実
施状況を調査した。その結果、23 の推進事業
と 64 の課題から構成された釜山・福岡超広
域経済圏構想が行政レベルで具体的に推進
された状況が明らかになった。 
そして第四に、釜山・福岡超広域経済圏構
想の推進事業の成果と限界を調査した。その
結果、国境を越える地域間交流にキー・アク
ターが最も重要であること、そして言語・組
織文化などが障害として存在することが明
らかになった。 
次に、企業の側面から国境を越える地域間
統合・交流を検証した。具体的には、プサン
広域市と福岡市における両都市間交流事業
の一環として、「デザイン交流事業」「ファッ
ション交流事業」に着目し、参加企業の経営
者や行政関係者に対する聞取り調査を含む
アンケート調査を行い、次の三つの点を調
査・研究を行った。 
第一に、企業レベル、企業から構成する団
体組織レベルで、どのような背景で、国際交



流事業を行ってきたのかを調査・研究した。
その結果、デザイン交流事業やファッション
交流事業に参加する企業の経営者は、日本と
の取引経験は少ないことに対して、長期的に
日本文化・事業に興味を強く示す人が多いこ
と、日本企業との取引に非常に強い関心を持
っていること、とりわけ、福岡に対する心理
的・地理的距離の認識が相対的に近いこと、
行政レベルでの交付金制度を積極的に取り
入れる組織的動きがあったことが、デザイン
交流とファッション交流分野において、国境
を越える地域間連携を作り出す重要な役割
を果たした。 
第二に、事例分析として、釜山―福岡間交
流事業をどのように推進し、障害と推進要素
を分析した。その結果、ビジネス習慣の違い
による取引成立にいたるまで障害が多数存
在すること、予算の確定と執行の違いによる
時間的ロスが多いこと、コミュニケーション
の障害が最も多いこと、日本企業は信頼構築
による長期継続的取引を目指すことに対し
て、韓国側は短期多発的取引を望む企業が多
いことなどが、国境を越える地域間連携にお
いて大きな障害となっていることが明らか
になった。 
そして最後に、民間交流の事例として、生
涯スポーツおよび学校スポーツの国際交流
に着目し、国境を越える地方都市間連携の実
態を調べた。具体的には、生涯スポーツおよ
び学校スポーツの交流実態を調べるために、
聞取り調査を含むアンケート調査を行い、研
究を遂行した。その結果、次の 5点が明らか
になった。 
 第一に、釜山・福岡超広域経済圏構想の戦
略事業として、釜山・福岡市が推進してきた
中学校・高等学校で行われてきた学校スポー
ツの国際交流を事例に、国際スポーツ交流を
通じて得られた成果について調べた結果、エ
リート選手と非エリート選手との間には、交
流に対する認識やその取り組みに違いが明
瞭に現れたことが明らかになった。 
第二に、学校スポーツ主体の国際交流事業
は、地方自治体主導の友好試合であり、行
政・学校・選手といった三者の間にも、交流
の形態に対する取り組みに違いが確認され
た。 
第三に、生涯スポーツとして国際交流事業
へ参加した人々は、国際交流に対するモチベ
ーションが非常に高いこと、そして参加後に
も、フォーマル・インフォーマルの交流を通
じて、人的ネットワークの構築に積極的な
人々が相対的に多いことが確認された。 
第四に、短期間で実施される国際交流事業
の実施は、参加者側にとって、相手チームの
参加者とのコミュニケーションによる交流
機会の十分な確保に障害となっており、この
点は、今後、国際交流事業の推進戦略に取り
組む課題であることが明らかになった。 
そして第五に、参加後に、相手地域に対す
る肯定的イメージが構築され、それが相手地

域への愛着や再度訪問意志、現地の住民との
フレンドシップのネットワーク構築意志な
どに大きな影響を与えることが明らかにな
った。 
最後に、釜山―福岡間結合依存関係の 20
年間の変容形態について分析した結果、行
政・企業・民間レベルといった多面的な側面
における両都市間結合依存関係の強弱に違
いが明瞭に現れた。まず行政レベルでは、市
役所およびその外郭団体を中心に、国際交流
に関する取り組みを展開しており、釜山―福
岡間結合依存関係は、多面的かつ複合的な行
政組織の協力体制に強化されてきた。一方、
企業レベルにおける釜山―福岡間結合依存
関係は、依然として地理的距離の優位性から
現れる物流・人流などの側面での結合が強く、
企業間提携・取引などの商流の側面では依然
として弱い。そして民間レベルでは、長期継
続的に展開されてきたスポーツ交流および
青少年国際交流によって、釜山―福岡間結合
依存関係が維持されてきた。以上の点から、
釜山―福岡間結合依存関係は、行政・民間レ
ベルにおいてより積極的に推進されること
に対して、企業レベルでは一部機能において
両都市間関係が強いことが明らかになった。
またその背景には、両市が推進してきた企業
間連携に関する施策がクローズシステムを
前提として展開されていることに深く関連
する。今後の課題として、オープンシステム
の枠組みの中で、企業間連携システムの構築
に関する取り組みが必要であるといえる。 
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